日本企業の自主的環境情報ディスクロージャー　一一電力会社を中心として一一 by 富増 和彦



























(1) 正式名は「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律Jo 1988年 5 月可決。
(2) 正式名は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律Jo 1970年制定， 1991年10月改正。
(3) JI式名は「再生資源の利用の促進に関する法律Jo 1991年 3 月成立， 10月施行。
(4) 拙稿「エコロジカル・アカウンティングとパブリッグ・アカウンタピリティ J IF産業と経済(奈良






























Katsuhiko Kokubu, Kazuhiko Tomimasu and Tatsundo Yamagami,“Green Reρorting in 
Jaρan: Theory and Practiceヘ Osaka City University, Facu1ty of Business, Working Paper 
No. 9302 (1993 November). 
(6) 例えば，パルディーズ研究会編『営業報告書にみる企業の環境情報開示』リサイクル文化社， 1992年，
Deloitte Touche Tohmatsu International" Coming Clean --Corporate Environmental 















Caring for the Environment (キヤノン〉
Social Commitment (富士通〉
Leading the Way in Environmental Protection (日産自動車〉













Toyota and the Environment (小冊子， トヨタ自動車〕
Environmental Awareness (小冊子，三菱自動車工業〕





















まず，パルディーズ研究会の提言である rCERES原則J (旧称パルディーズ原則， 1992年春
修整の上，改称)がある。その10の原則の最後に「監査と報告」があり，当原則署名企業は，
外部独立監査済みの情報を報告することが要請されている。アメリカではかなりの広がりを見












さて， 1992年10月 12 日に「環境に関するボランタリー・プラン策定に係る協力要請について」






い。アニータ・ロディック著，杉田敏訳If'EBODY and SOUL (ボディ・アンド・ソウル〉一一ボデ





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(14) 製品ライブサイクルアセスメント (L CA) とは，ある製品の材料調達→生産→販売→廃棄に至る









(注) rエネルギー管理指定工場J ; a) 製造業，電気供給業等の業種に属する事業の用に
供する工場及び事業場であり，かっ， b) 年間のエネルギー使用量が原油換算 3， 000kl


























































(17) 日経ビジネス編『環境に良い会社』日本経済新聞社， 1991年， 133ページ。
(18) 日経ビジネス編『前掲書』参照。
(19) 1993年 6 月 24日付日本経済新聞朝刊。
(20) 平井孝治「環境監査入門(理論編)J エントロピー学会編『持続可能な社会の実現をめざして(第
l 分冊)jJ 1993年 2 ページ，参照。
(21) 日本では1993年 7 月 26日付朝日新聞朝刊にて報道された。イギリスでは 1993年 6 月の lndeρen・
dent , Times 等に掲載。
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れたという一面がある。その意味では極めてボランタリーな所産である。日本国内のエネノレギ
一政策と反対派を巡る関係状況の中での電力会社の対応のーっと言えよう。
原子力発電所の運転中止・閉鎖を求める世論がそれほど高まっていない我が国の現状におい
ては，これらの報告書は，電力会社，反原発グリーン・インベスターの双方にとっては，対話
の提供機会と捉えるのが最も妥当であろう。どちらの言い分が正しいにせよ，対立する問題解
決には議論が不可欠で、あり，その場合のたたき台としてのデータ公開が何よりも望まれる。東
京電力に見られるような非常に詳細なデータの公開の意義は，それがアカウンタピリティの履
行を示すのであるから，決して小さくはない。ただし，現状ではデータは未監査であり，その
分，電力会社側に幾分偏向していると言えない訳ではない。双方が納得するためには， より十
全なアカウンタピリティを確保することが肝要で、ある。そのために，技術的評価にかかわるの
で困難が予想されるが，第三者によるデータの監査が必要となって来ょう。
VI. おわりに
以上， 日本企業の環境情報ディスクロージャー，とくに電力会社の環境報告書を中心に分析
を進めて来た。こうした報告書は形としては全くボランタリーなディスクロージャーである。
特定の企業では詳細な情報を提供しているケースもあるが，まだ包括的な環境関連情報の開示
規制がない現況では趨勢としては小さな動きである。実践例の少ない中で，電力会社は，企業
の情報公開の姿勢としては非常に前向きであると評価できる。中には詳細なデータを解説し，
積極的なディスクロージャーによって，社会との対話姿勢を鮮明に打ち出している会社もある。
しかし従来から言われているような日本企業の行政主導体制，横並び意識はこの環境報告書
の場合にも否定できない。というのは，各電力会社の環境報告書の記載形式・内容は，通産省
ボランタリー・プランの影響が色濃く，さらに助成措置に誘導されて作成された側面があるか
らである。電力会社は株式会社とはいえ，地域独占を許された公益事業会社であり，料金設定
を始め，国・自治体の許認可権には密接な利害が絡む。通産省ボランタリー・プランに真っ先
に従うのも無理からぬ事情があると推察される。さらに，グリーン・インベスターの存在とい
う，特殊なコンテクストの影響も看取される。エネルギ一政策は国の将来を占う根幹にかかわ
る問題であり，それゆえに国，電気事業者，利用企業，消費者，地域住民それぞれがそれぞれ
の立場で真剣に検討を進めている。多様な利害関係者の声を企業はどのように受け止め，どの
ように対処するのか。そのような社会的な対話の「場J，社会的アカウンタピリティ履行の機会
として環境報告書がもっ意味は大きい。
萌芽段階を迎えた日本の環境情報ディスクロージャーが，どのように発展，結実して行くの
(22) 少なくとも，原子力発電所の事故調査を，事故を起こした電力会社自身が調査し報告するという，
全くアカウンタピリティのないシステムだけでも早急に改めるべきである。槌田敦『前掲書JI 105ベ
ージ等を参照。
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であろうか。市民との対話を深めパブリック・アカウンタピリティの履行に努めること，その
ために外部環境監査を導入することも課題となろう。どのような社会的コンテクストであれ，
今後環境問題を無視しては行けないはずである。各社の徹底的な対応を期待したい。
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